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１.立地適正化計画の目的と位置づけ

5→『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』

１－１．策定の背景と目的、目標年次

背 景 ：人口の急激な減少と高齢化

目 的 ：①安心できる健康で快適な生活環境を実現（高齢者や子育て世代）

②持続可能な都市経営の実現（財政面や経済面）

人口減少の中にあっても、一定のエ
リアにおいて人口密度を維持するこ
とにより、生活サービスやコミュニ
ティが持続的に確保されるように居
住を誘導すべき区域

医療・福祉・商業等の都市機能を都
市の中心拠点や生活拠点に誘導し集
約することにより、これらの各種サ
ービスの効率的な提供を図る区域

目標年次：概ね２０年後の令和２２年（２０４０年）
ただし、概ね５年ごとに各評価指標により効果検証実施（基本）
また、必要に応じて見直しを行う

1. 立地適正化計画の目的と位置づけ

6

１－２．記載事項

基本的な方針、計画の目標等
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１．立地適正化計画の目的と位置づけ
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１－３．計画の位置づけ

〇上位計画の方向性と整

合を図り、関連する各種

計画と各分野の連携を図

る必要がある

〇庁内検討会議（R2年度）

第１回 ６月３０日

第２回１１月 ７日

個別ヒアリングシート
(11月24日~12月18日)
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２－１．人口動向

玉名市全体の人口動向

※出典元：国勢調査（実績値）
国立社会保障・人口問題研究所（推計値）

推計値実績値

２０００年
(H12)

２０１５年
(H27)

２０４０年
(R22)

人口（人） 73,041 66,782 50,173

高齢化率（％） 22.6 31.5 39.9約1.8倍

約3割減

500mメッシュ単位での人口動向

※出典元：国土数値情報を基に作成

2015年(H27)
☞玉名駅周辺の人口密度 30人/ha以上の区域集積

2040年(R22)
☞H27時点と比較 10人/ha以上の箇所減少



２．玉名市の現状から見た課題
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２－１’．人口動向

人口増減の状況 2015年(H27)～2040年(R22)

※出典元：H27年国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所での推計値を基に作成

課題点

人口減少→更なる空家・空き店舗及び
空地の発生→人口の低密度化の懸念

玉名駅周辺→顕著な人口減少の見込み

中心拠点→人口減少→エリアの求心力
低下＋市全体の魅力低下の恐れ

【玉名駅周辺での人口集積が必要】

メリハリのある都市構造！！

500メッシュ

２．玉名市の現状から見た課題
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２－１”．人口動向

年齢別純移動数の状況

15～19歳→20～24歳
☞進学や就職→流出が多い傾向

20～24歳→25～29歳
☞離れた若者が戻って来ない傾向→年々顕著

※出典元：地域経済分析システム(RESAS)

転入転出の状況

※出典元：地域経済分析システム(RESAS)

2019年時点 転出超過状況
熊本市、福岡市、菊陽町、合志市(3市1町)
☞全体の５割を占める



２．玉名市の現状から見た課題

13

２－１”’．人口動向

課題点

玉名市全体の社会増減状況をみると、進学や就職を理由とした転出が特に
多く、その後玉名市に戻ってこない傾向が年々顕著

若者世代の流出傾向が強くなると

☞地域コミュニティの衰退や地域活力の低下 懸念

【若者世代が離れないようなまちづくりが必要】

中心市街地の魅力向上 新たなまちづくり(新玉名駅周辺)等
魅力的な拠点の形成

２．玉名市の現状から見た課題
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２－２．土地利用の状況

用途地域の状況

※出典元：都市計画基礎調査

玉名駅の北側、旧国道及び鉄道路線付近 広がり

本庁周辺→特別用途地区
☞行政サービスと文化の機能に特化した土地利用

土地利用の状況

※出典元：都市計画基礎調査、国土数値情報



２．玉名市の現状から見た課題
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２－２’．土地利用の状況

住宅着工動向

※出典元：都市計画基礎調査

2011年(H22)→2015年(H27)

玉名駅北側や築山小学校周辺☞15件以上が集積

空き家動向

※出典元：玉名市資料

2015年(H27)

玉名駅北側や伊倉小学校周辺☞30件以上の区域集積

２．玉名市の現状から見た課題
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２－２”．土地利用の状況

課題点
新玉名駅周辺
現状→田畑等
☞新幹線駅直近というポテンシャルを活かしきれていない状況

【有効な土地利用による拠点性向上が必要】
市の玄関口の魅力向上 一体的な整備を踏まえた都市の集積

課題点
玉名駅周辺
将来的に低密度化や空き家の増加が見込まれる
☞中心市街地：住環境悪化、人口減少による施設閉店や撤退
☞市全体の魅力低下につながる恐れ

【空き家活用による人口誘導が必要】



２．玉名市の現状から見た課題
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２－３．防災上の安全性

浸水想定区域

※出典元：国土数値情報、玉名市資料

２．玉名市の現状から見た課題
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２－３’．防災上の安全性

避難所の状況と浸水想定区域(想定最大規模)

※出典元：玉名市資料



２．玉名市の現状から見た課題
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２－３”．防災上の安全性

課題点
将来的に大雨などの災害が発生した際においても人的被害が発生しない
ような取り組み
新規居住を誘導する際においては、浸水リスクの低い箇所へ誘導

【災害に対する安全性の高い箇所への人口誘導が必要】

課題点
浸水による被害が指摘されているエリアに既に居住している住民に対し
ては、災害が発生した際にも円滑に避難ができ、人的被害が発生しない
ような環境整備が求められる

【避難所・避難路整備や防災情報の周知による円滑に避難できる環境整備が必要】

（防災指針での整理事項を踏まえて今後検討予定）

２．玉名市の現状から見た課題
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２－４．交通利便性の状況

市内の基幹的公共交通の状況
鹿児島本線→３駅
九州新幹線→１駅

公共交通の運行状況＋人口密度(2040年)

公共交通の利便性が高い箇所
玉名駅以外の区域→0－19人/haの区域広がり
玉名駅周辺エリア→40人/ha以上の区域

公共交通の運行状況



２．玉名市の現状から見た課題
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２－４’．交通利便性の状況

公共交通の運行状況

※出典元：国勢調査

玉名市の交通分担率を見ると
2000年(H12)→2010年(H22)
自家用車 4.0％ 増加
自転車 1.9％ 減少

熊本県全体と玉名市を比較すると

バスと自転車の利用割合が少なく、自家用車の
利用割合が高くなっている

課題点

運転等できない人の移動手段
（高齢者等）

→人口減少、高齢化

→公共交通の利用者減少の可能性

→移動できない人の増加

【自家用車の運転等ができない人の移
動手段を確保することが必要】

２．玉名市の現状から見た課題
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２－５．都市機能利便性の状況

日常生活サービス圏の状況

「日常生活サービス圏」とは

住民の日常的な生活利便性の高い地域
を示す指標

基幹的公共交通(運行本数が片道30本/
日以上ある鉄道・バス路線)と医療施設
(診療科目に「内科」「外科」「小児
科」のいずれかを含む施設)、高齢者福
祉施設、商業施設すべての利用圏域に含
まれている箇所

☞玉名駅周辺の用途地域はおおむね該
当している状況



２．玉名市の現状から見た課題
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２－５’．都市機能利便性の状況

都市機能の集積状況 100mメッシュ単位での都市機能
集積状況図

都市機能利便性に寄与する施設を対象
に、利用圏域に含まれる箇所に1点ずつ
加点しており、点数が高いほどの多数の
都市機能が立地し、利便性が高いことを
表す。

※利用圏域は500m(鉄道駅は800m、
30本/日以上のバス路線は300m)

点数が特に高い箇所としては、

高瀬・繁根木地区
伊倉小学校周辺
横島支所周辺
天水支所周辺

※出典元：各種公表資料を基に作成

２．玉名市の現状から見た課題
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２－５”．都市機能利便性の整備状況

課題点

都市機能が高い区域において人口が減少すると、商業施設や病院などの閉
業により利便性が低下する恐れ

☞中心市街地の利便性低下→市全体の魅力低下 懸念

【都市機能利便性の高いエリアへの人口集積による機能維持・向上が必要】



２．玉名市の現状から見た課題
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２－６．財政の状況

歳入の状況

依存財源の推移：70.3％(210.4億円)⇒67.9％(238.8億円)
(28.4億円増加)

２．玉名市の現状から見た課題

26

２－６’．財政の状況

歳出の状況

課題点

歳出状況

→高齢者福祉等に係る扶助費等増加

→将来的に老年人口が増加

→一方、生産年齢人口は減少

→住民一人当りの財政負担増大の懸念

【市街地エリアへの適正な居住のコン
トロールを図り、公共施設やインフラ
の整備修繕に係る費用を低減させる必
要がある】
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３－１．まちづくりの基本理念・方針
方針(ターゲット)都市づくりにおける現状と課題



３．まちづくりの基本方針
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３－１‘．まちづくりの基本理念・方針
施策方向性(ストーリー)

３．まちづくりの基本方針

30

３－２．将来の骨格構造の整理

都市計画マスタープランでの将来都市構造図

※出典元：玉名市都市計画マスタープラン

都市機能誘導や居住誘導、公共交通の
充実等の観点から、都市計画マスタープ
ラン等の上位計画を具現化し、CN型の
まちづくりを推進する

そこで、将来都市構造は、都市計画マ
スタープランの位置づけを基本的に踏襲

「市民生活に密接に関わる都市機能の立
地を目指す拠点(中心拠点、地域拠点、
交通拠点)」
「市街地ゾーン」
「拠点間を結ぶ公共交通軸」

具現化を目指す



３．まちづくりの基本方針
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３－２’．将来の骨格構造の整理
拠点の方針

市街地ゾーン

重点的に居住を促進し、人口密度の高
密度化を図る
☞居住誘導区域の設定

中心拠点
【旧庁舎周辺、中心市街地の商店街、庁
舎、玉名駅周辺】
市民の暮らしの中心となる
☞「中の拠点」を形成
多様な都市機能の維持・充実
施設跡地等への新たな都市機能の誘導等

交通拠点
【新玉名駅周辺】
経済活動や来訪者の滞留を生み出す
☞「外の拠点」を形成
各種機能を誘導

地域拠点
【岱明支所周辺】
☞将来にわたり生活サービス施設を維持
【横島・天水支所周辺】
☞将来にわたり生活サービス施設を維持

ゾーンの方針

玉名駅～新玉名駅
☞道路網強化と合わせた公共交通の充
実を目指す

岱明支所周辺～玉名駅
☞公共交通機能を将来にわたり確保
多様な生活サービス

横島・天水支所周辺～玉名駅
☞公共交通機能を将来にわたり確保
多様な生活サービス

軸の方針
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４．都市機能誘導区域の設定
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４－１．都市機能誘導区域の設定方針

■都市機能誘導区域の望ましい区域像(立地適正化計画の手引きより引用)
(望ましい区域像)
・各拠点地区の中心となる駅、バス停や公共施設から徒歩、自転車で容易に回遊
することが可能で、かつ公共交通施設、都市機能施設、公共交通の配置、土地
利用の実態等に照らし、地域としての一体性を有している区域

(定められることが考えられる区域)
・鉄道駅に近い業務、商業等が集積する地域等、都市機能が一定程度充実している
区域
・周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域

■都市機能誘導区域の基本的な考え方(第11版都市計画運用指針より引用)

・原則として、都市機能誘導区域は、医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心
拠点や生活拠点に誘導し集約することにより。これらの各種サービスの効率的な
提供が図られるよう定めるべきである。

４．都市機能誘導区域の設定

34

４－１‘．都市機能誘導区域設定の考え方

区域像にする該当箇所

※求められる用途地域面積に対する都市機能誘導区域の割合：１０％未満➤計画(案)：１０％



４．都市機能誘導区域の設定
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４－2．都市機能誘導施設の設定(案)

《誘導施設》

報告事項
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５．居住誘導区域の設定
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５－１．居住誘導区域の設定方針

■居住誘導区域設定の基本的な考え方
・国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口をもとに、長期的な地区別人口見通し
を見据えつつ、以下の観点等から具体の区域を検討
☞徒歩や主要な公共交通路線等を介した拠点地区へのアクセス性
☞区域内の人口密度水準を確保することによる生活サービス施設の持続性
☞対象地区における災害等に対する安全性

■居住誘導区域設定の望ましい区域像(立地適正化計画の手引きより引用)
ⅰ）生活利便性が確保される区域

ⅱ）生活サービス機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域
国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口等をベースに、区域外から区域内に
現実的に誘導可能な人口を勘案しつつ、区域内において、少なくとも現状における
人口密度を維持することを基本に、医療、福祉、商業等の日常生活サービス機能の
持続的な確保が可能な人口密度水準が確保される面積範囲の区域
ⅲ）災害に対する安全性等が確保される区域
土砂災害、津波災害、浸水被害等により甚大な被害を受ける危険性が少ない区域で
あって、土地利用の実態等に照らし、工業用途、都市農地、深刻な空き家・空き
地化が進行している郊外地域などには該当しない区域

５．居住誘導区域の設定
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５－１’．居住誘導区域の設定方針

基本的な考え方

■居住誘導区域に含めるべき視点
１．都市機能の集積する地域(都市機能誘導区域もしくは生活サービス施設徒歩圏域)

２．上記エリアに容易にアクセスできる地域（基幹的公共交通圏域）
※大野下駅・玉名駅・肥後伊倉駅・新玉名駅が該当

３．都市基盤が整備された地域
(下水道整備範囲・土地区画整理事業・市街地開発事業実施区域)
※用途地域全域が下水道整備範囲

４．将来的に人口集積が見込まれる箇所
(令和22年時点で人口密度が30人/ha以上(人口集中地区DID)となっている箇所)
※同規模都市と同等の人口集積を目指すための指標として、熊本県内における
同規模都市(人口5~10万)の市街地区域・用途地域内人口密度の平均値

■居住誘導区域に対象としない視点
１．災害リスクの指摘されている箇所(浸水想定区域・土砂災害警戒区域等)

２．住宅以外の土地利用を図るべき区域
(工業地域)



５．居住誘導区域の設定
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５－１’’．居住誘導区域の設定方針

居住誘導区域の設定基準

・以下の条件に該当する範囲を踏まえ、地形地物をもとに居住誘導区域の設定

●公共交通利便性が高い箇所(玉名駅から800ⅿ圏域)

●都市機能利便性が高い箇所
(菊池川以西の生活サービス施設徒歩圏域内(区域の一体性を考慮するため))

ただし、以下の範囲を対象としない
●土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域

●計画規模における菊池川の浸水想定区域
(都市機能誘導区域に該当する箇所を除く)

●飛び地となる条件該当箇所(区域の一体性を考慮するため)

５．居住誘導区域の設定
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５－２．居住誘導区域の設定（案）

※求められる用途地域面積に対する居住誘導区域の割合：５０％未満➤計画(案)：４７％
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１．立地適正化計画の目的と位置づけ（前回内容の確認）

２．玉名市の現状からみた課題

３．まちづくりの基本方針

４．都市機能誘導区域の設定（案）

５．居住誘導区域の設定（案）

６．誘導施策の設定(案)



６．誘導施策の設定(案)
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ターゲットを達成するための誘導施策と目標値

参考資料

44

策定の流れ

引用：https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001379329.pdf

過
年
度

今
年
度

新たに加わった項目
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概要

『防災指針の
記載(都市再
生特別措置法
第８１条)』
必要

〇都市再生特
別措置法等の
改正(令和２年
６月１０日交
付、同年９月
７日一部施行)

安全なまちづく
りの推進を図る
ため、立地適正
化計画の強化を
目的に、

参考資料 防災指針について
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検討の流れ

参考資料 防災指針について



参考資料
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庁内検討体制

参考資料
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参考資料
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行政運営（人口密度と行政コストの関係）

引用：「都市構造の評価に関するハンドブック」より

参考資料
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健康と福祉（人口密度と人口１０万人当りの糖尿病入院患者数の関係）

引用：「都市構造の評価に関するハンドブック」より



参考資料
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参考スケジュール

紹介

● 3D都市モデル構築 選定 (国交省事業)
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